
報告第７号 

専決処分したものの報告について 

 町長の専決処分事項に関する条例（平成24年多可町条例第36号）本則第２号の規

定により、別紙のとおり専決処分したので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

180条第２項の規定により報告する。 

令和３年９月３日提出 

多可町長 吉 田 一 四 



専決第５号 

訴えの提起（裁判上の和解を含む。）について 

 町営住宅の明渡し及び滞納家賃等の支払請求について、下記のとおり訴えを提起し、

又は和解するため、町長の専決処分事項に関する条例（平成24年多可町条例第36号）

本則第２号の規定により専決処分する。 

令和３年７月７日専決 

多可町長 吉 田 一 四 

記 

１ 当事者 

原告 多可町 

代表者 町長 吉田 一四 

被告 住 所  

氏 名  

２ 請求の趣旨 

(１) 被告に対し、●●団地●号の建物（以下「本件住宅」という。）の明渡しを

求める。 

(２) 被告に対し、滞納家賃の金 21 万 2,580 円及び令和３年５月７日から本件住

宅の明渡し済みに至るまでの家賃相当額である月金１万5,400円の割合による損

害金の支払いを求める。 

(３) 訴訟費用は被告の負担とする。

との判決並びに仮執行宣言を求める。 



３ 請求の原因 

被告は、本件住宅に入居しているが、長期間家賃を滞納し、本町の再三にわたる

納付指導にもかかわらず、これに応じなかった。 

そこで、本町は、被告に対し、指定の納入期間内に滞納家賃を支払わなければ入

居許可を取り消す旨の通告書を令和３年４月 16 日に被告に手渡し、催告付契約解

除の意思表示を被告にしたが、被告はこれに応じなかった。 

その後も、交渉の進展がないにもかかわらず、被告は本件住宅に住み続けている

ため、建物明渡請求等の訴えを提起する。 

 

４ 訴えの遂行方針 

(１) 竹本昌弘弁護士及び頼富隆光弁護士を訴訟代理人と定める。 

(２) 裁判所から和解勧告があった場合は、町長の定める条件で和解することがで

きる。 

(３) 判決の結果、必要と認めた場合は上訴する。 
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